
 
 

緑ヶ丘一丁目・三丁目地区における災害危険区域の指定解除について 

 

 

○要旨 

 昭和５３年に発生した宮城県沖地震後に指定された太白区緑ヶ丘１・３丁目地区の災害危険区域（４号

区域）の解除にあたっては、平成２６年１０月に開催された、第３６回仙台市宅地保全審議会にて現地で

２年間の経過観測（動態観測・歪計設置等）を行い、地盤変動がない場合は災害危険区域（４号区域）を

解除することが了承された。 

 この度、平成２８年３月より実施していた２年間の経過観測（動態観測・歪計設置等）が完了し、新た

な地盤の変動等が生じていないことから、仙台市宅地保全審議会へ結果の説明等を行った上で、災害危険

区域（４号区域）の解除手続きを進めることについて報告する。 

 

○災害危険区域解除の理由 

① 緑ヶ丘３丁目地区の災害危険区域（４号区域）について 

宮城県沖地震後に宮城県が地すべり対策を実施したが、東日本大震災において宅地被害が発生したた

め、宮城県による地すべり災害復旧事業並びに仙台市による滑動崩落対策事業を行い、宅地の耐震化を

図った。 

 

② 緑ヶ丘１丁目地区の災害危険区域（４号区域）について 

宮城県沖地震後の地すべり対策が実施され、東日本大震災においても宅地に被害が認められなかった

ことから宅地の耐震化が図られている。 

 

③ 経過観測（動態観測・歪計設置等）について 

平成２８年３月から２年間現地において経過観測（動態観測・歪計設置等）を実施し、新たな地すべ

り等、地盤に変動は生じていない。 

よって、緑ヶ丘1丁目・3丁目の災害危険区域（４号区域）は危険の著しい区域ではない。 

 

○これまでの経過 

・昭和５３年 ６月 宮城県沖地震により緑ヶ丘地区において宅地被害が発生 

・昭和５４年 １月 仙台市宅地保全審議会の答申により、緑ヶ丘１・３丁目地区は観測継続の必要性が

あると考えられており、著しい被害のあった区域について恒久的に宅地として不適

当と判断 

・昭和５５年 ２月 仙台市災害危険区域条例第２条３号区域指定（恒久的に宅地として不適当区域） 

・昭和５５年 ４月 仙台市災害危険区域条例第２条４号区域指定（指定解除予定の継続観測区域） 

・昭和５４～５５年 宮城県による地すべり対策工事実施 

・平成２３年 ３月 東日本大震災発生、３丁目地区に新たな宅地被害が発生。 

・平成２３～２５年 宮城県による地滑り対策工事実施（深いすべり対策）（３丁目地区） 

・平成２５～２７年 仙台市による滑動崩落対策工事を実施（ひな壇すべり対策）（３丁目地区） 

・平成２６年１０月 仙台市宅地保全審議会に説明、４号区域指定解除について了承。 

３丁目地区の滑動崩落対策工事完了後、２年間経過観測の結果を報告の上、指定解

除を行うことを了承 

・平成２７年１０月 仙台市施行による滑動崩落対策工事完了 

・平成２８年 ２月 現地の経過観測（動態観測・歪計設置）を２年間実施。平成３０年３月に観測終了。 

 

〇今後の予定 

・令和２年３月上旬 地元説明 

・令和２年３月下旬 指定解除 

 

地すべり防止区域 
 (昭和54年6月17日指定) 

 資料３  
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解除区域の概要 

 

  

・条例による指定状況 

仙台市災害危険区域条例  

第2条第4号区域 

昭和55年4月10日指定 

・区域の面積 

３８，５２０㎡ 

・解除対象の筆数 

１４１筆 

・関係権利者数 

１５２名      （うち法人 ９社） 

 

 

 

 

居住の用に供する建築物の建築を禁止する区域 

建築物を建築する際に一定の構造制限を設ける区域 

 

 

 

条例第２条第３号区域 

条例第２条第４号区域 

災害危険区域（条例第２条第３号区域）
 (昭和55年2月8日指定) 

災害危険区域（条例第２条第４号区域） 

 (昭和55年4月10日指定) 

造成宅地滑動崩落緊急対策事業区域 

→４号区域の指定解除 

経過観測のポイント 




